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要　旨
本研究の目的は，高齢者の予備的居場所感質問紙を見直して本調査用居場所感質問紙を作成

しその構成概念妥当性と信頼性を検証すること，及び在宅高齢者の居場所感に関する要因を明ら
かにすることである．調査は，５つの構成概念（個人，社会，役割，解放，指示）ごとに４項目計20

項目から構成された本調査用居場所感質問紙を用いて在宅高齢者者149人を対象に実施した．そ
の結果，構成概念妥当性は確認的因子分析により指標適合度は十分とはいえないものの概ね支持
されること，信頼性についてはα係数を求め内的整合性を有していることが確かめられた．居場
所感の要因については，５つの居場所感を説明変数とし在宅高齢者の４つの要因（年齢，家族，外
出，健康）を基準変数にした重回帰分析の結果，役割的居場所感のみが年齢と外出に関係してい
ること，年齢が高いほど居場所感が高く外出の多いほど居場所感の高いことが明らかになった．

Abstract
The purpose of  this research is to examine the validity and reliability of  constructs 

and the factors related to the sense of  IBASYO of  the elderly at home. After reviewing 

the questionnaire of  sense of  IBASYO of  the elderly in a preliminary study, a 

questionnaire for this study was developed. This questionnaire comprises 20 questions 

covering five constructs（personal, society, role, release, and instruction）each with four 

questions for 149 elderly people at home. As a result of  a confirmatory factor analysis 

of  the construct validity, the conformity levels of  the indicators were not good but 

acceptable. Cronbach’s alpha of  reliability indicated internal consistencies. A multiple 

regression analysis of  the factors the sense of  sense of  IBASYO based on the 

explanatory variable with five constructs and the criterion variable with four factors of  

elderly people at home（age, family, going out, health）resulted in the only sense of  

IBASYO of  the roles were related to age and going out. It was clarified that the older 

age group felt a stronger sense of  sense of  IBASYO of  identity, and the frequently 

going out group felt a greater sense of  IBASYO than the less going out group.



　　　最新社会福祉学研究　第14号　201936

キーワード：高齢者，居場所感，質問紙，構成概念妥当性と信頼性　　
Keywords: elderly, sense of IBASYO, questionnaire, construct validity and reliability

１．はじめに

現在，厚生労働省によって，2025年を目途に地域
包括ケアシステムの構築が進められている（平成25

年 地域包括ケア研究会報告書）．その目標の1つとし
て，国民一人ひとりが重度な要介護状態となっても，
住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後ま
で続けることができるよう，住まい・医療・介護・予防・
生活支援が一体的に提供されることがあげられてい
る．そこには，社会から孤立する高齢者も存在してい
る .たとえば，健康問題や生活困窮を抱える高齢者が，
介護保険や生活保護など必要な行政サービスを受け
ていないケース ,家族や地域社会との接触が希薄であ
り孤立死の危険性が高いケースなどである .この点に
ついて，大川（2003）は，老年期は「喪失の時期」であ
り，「老化に伴う身体機能の低下」，「退職に伴う社会
経済的地位の喪失」，「死による人間関係の喪失」，「近
づく自分の死」など高齢になるにつれてこれらを多
く経験することから生じる「居場所の喪失感」の増大
とこれに対する支援の必要性を指摘している．
高齢者の地域からの孤立については，高齢社会対

策基本法（平成7年 法律第129号）第６条で，政府が推
進すべき基本的かつ総合的な高齢社会対策の指針を
示している．また，体制の整備については，「高齢社
会対策大綱」（平成24年９月７日閣議決定）において，
孤立を防止するために住み慣れた地域社会とのつな
がりを継続し安心できる生活を営める取り組みの推
進および地域づくり施策の推進などが示されている．
その内容については，内閣府（2011）は「高齢者の居場
所と出番に関する事例調査結果」において，高齢者が
自ら進んで出かけられる「居場所」の創造や，高齢者
の「居場所と出番」を持った「社会的な活動」への参加
促進による孤立の防止が必要であることを指摘して
いる．
先行研究では，高齢者の地域での孤立について，白

瀬ら（2015）が，網走市の「高齢者ふれあいの家」を対
象にした調査から，高齢者の閉じこもりを防ぐための
近隣で気軽に立ち寄れて他者と交流できる多機能な
サロンの必要性を指摘した．居場所感についての研

究は，2000年頃より子どもや青年期を対象に研究が
活発になっている．それらの研究では，居場所感につ
いて「こころの居場所」といった言葉や「居場所がな
い」といった漠然とした表現が用いられている（石本 

2009）. 北山（1992）は，居場所は「自分」が成立するた
めの外的要因であり，内的要因としての中身と，それ
らを入れる器が「自分」の構成要素であるとし，それ
らが欠落すると「自分がない」という状態に陥ること
を指摘している．しかし，居場所感そのものについて
とりあげた研究は散見されるのみで，とりわけ，高齢
者の居場所感の明確な定義に基づいて行われた研究
は見当たらない（中村 2017）.今後，介護予防・日常生
活支援事業では，機能回復訓練などの高齢者への支
援のみでなく，地域における複数の居場所づくりな
ど環境へのアプローチが重要である．高齢者が主体
的な生活を送るためには居場所感とそれに関する要
因を検討し，居場所作りに活かすことが求められて
いる．
予備的研究として，筆者は先行研究（相田 2002，

Emest S．Wolf，M.D．1988，原田ら 2014，茅原ら
2009，　國方ら2009,　杉本ら2006）を参考に「物理的
居場所」，「社会関係的居場所」，「役割的居場所」，「自
由解放的居場所」，「主体的居場所」の５つの構成要素
（カテゴリー）と25項目からなる質問紙を独自に作成
し，ケアハウス利用の高齢者18人に予備調査を実施
した．その結果，居場所感を測定する質問紙として活
用が可能であることが示唆された（中村 2018）．しか
し，在宅高齢者の調査にあたっては，構成要素や質問
項目の一部に十分でない点が認められ，再検討の必
要性があることがわかった．具体的には，構成要素の
名称と定義について，予備的研究で内容的妥当性の
検討を依頼した10人の専門家からわかりづらいとい
うコメントがあり，調査対象としたケアハウス利用
者からは，質問項目の表現がわかりにくいという意
見があった．これらを踏まえて，本調査用の居場所感
質問紙の作成を行う必要がある．
本研究では高齢者の居場所感を「高齢者が，一人で
安心していられたり，他者との交流を楽しんだり他
者の役に立ったりするなどして，自己の存在が実感
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できること」と定義し次の２つを目的とした．目的１
は，予備的に作成した居場所感質問紙の再検討を行
い，妥当性と信頼性のある本調査用の居場所感質問
紙を作成することである．目的２は，この質問紙を用
いて，在宅高齢者の居場所感に関する要因について
検討することである．

２. 方法

2.1 予備調査用居場所感質問紙の見直し：目的１の方法
本調査用居場所感質問紙の作成は２段階で実施し

た．第１段階として，構成要素（カテゴリー）の名称と
その定義について，Fig.１およびTable２に示す理論
的枠組みに基づいて整理した．各質問項目について
は，Table１に示すように新たなカテゴリー名と定義
に照らして質問項目を配置した．表現についても，複
数の領域にまたがるような多義的なものを除き ,高
齢者に理解しやすい文言に修正した．第２段階では，
実際にこの質問紙を10人の予備調査の時とは別の専
門家に依頼して，内容的な妥当性の検証を行った．具
体的にはどの質問項目がどのカテゴリーに属するか，
各カテゴリーと質問項目の一致率を求めた．
一致率については，専門の家全て人数に対して，筆

者が定義したカテゴリーを選んだ専門家の割合を項
目毎に算出した．算出式は「各項目の一致率＝筆者
が定義したカテゴリーを選んだ専門家の人数÷専門
家の全ての人数×100」である．本調査用質問紙には，
これらの項目を採用し項目ごとに調査対象者の高齢
者に４件法（「全くあてはまらない（１点）」，「あまりあ
てはまらない（２点）」，「だいたいあてはまる（３点）」，
「とてもよくあてはまる（４点）」）により回答を求め
た．
2.2 本調査の対象者：目的２の方法

A市の複数の地域包括支援センターが主催する健
康教室やサロンに参加する介護保険サービスを利用
していない，意思表示可能な65歳以上の在宅高齢者
149人である．
2.3 調査期間および調査方法：目的２の方法
調査期間は，2018年５月～７月で，調査方法は次

の３つの方法で行った．①筆者が質問項目を読み上
げて対面で実施した対象者が15人，②10人くらいの
小グループに筆者が質問項目を読み上げて実施した
対象者が91人，③留め置き法により実施した対象者

は43人であった．
2.4 分析方法
目的１における本調査用居場所感質問紙の構成概

念的妥当性は，確認的因子分析を行い，信頼性はクロ
ンバックのα係数を求めた．目的２では，本調査用
居場所感質問紙を用いて在宅高齢者の居場所感の要
因を，重回帰分析により検討した．「居場所感」に関
する５因子ごとの得点を求め，それらを説明変数と
し，在宅高齢者の個人的要因（年齢，家族形態の単身
/同居，毎日の外出の多/少，主観的健康状態の良/

不良）を基準変数として投入した重回帰分析をステッ
プワイズ（変数減数）法で行った．ステップワイズ法
とは，説明変数を1つずつ追加あるいは除去する方法
である．本調査では個人的要因の中から主要な変数
を探索するため，変数減数法を採用した．統計的分析
にあたっては，いずれもSPSS ver.20，Amos ver.20を
用いた．
2.5 倫理的配慮
本研究は，九州保健福祉大学倫理委員会の承認を
得て実施した．地域包括支援センター管理者に研究
の主旨説明をした上で，同センターにおけるサロン
活動の主体となっている者と実際に回答者となる高
齢者から同意を得た．その際には，口頭及び文書での
倫理的配慮の実施および問い合わせに対応すること
を説明した．回答に要する時間は，対象者に負担が生
じないよう１人20分間程度とし，回答者のデータを
記号化し，個人が特定できないよう配慮した． 

３．結果

3.1   居場所感質問紙の作成及び妥当性と信頼性:目的
１の結果
居場所感質問紙の構成要素（カテゴリー）と質問項

目の内容的妥当性の検討
第１段階として，構成要素（カテゴリー）の名称とそ

の定義について，Fig.1やTable２に示す理論的枠組み
に基づいて整理した．その結果，Table３に示すとお
り構成要素（カテゴリー）名と定義が整理された．第
２段階においては，質問紙の内容的妥当性について
専門家から意見を求めて確かめた．
3.1.1 第１段階　居場所感の構成概念と定義
居場所感の構成概念は２つの理論的枠組みに立脚

してから定めた．まず，個と集団，静的と動的の２軸
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で，居場所感の構成要素の座標を作成し，５つの構成
要素（カテゴリー）がどの座標に位置づくかを検討し
た．それをFig.1に示した．次に，この２つの座標に加
えて，構成要素独自の特徴的な成分を検討した．それ
をTable２に示した．座標の基準となる軸は，垂直軸
が個－集団，水平軸を静－動として設定した．構成要
素（カテゴリー）の位置づけは，個々の特徴的な成分
と対照して配置した．その詳細については，次に記す
とおりである． 

『１.個人的居場所感』は，個人の身体的な休息と安
心してエネルギーを補給できる場所に関係し，成分
の「個」と「静的」「リラックス」から「個・静的」の領域
に配置した．『２.社会関係的居場所感』については，
他者とかかわり社会における自分の存在について考
える場と関係し，成分は「集団」「静的」「交流」である
ことから「集団・静的」の領域に配置した．『３.役割的
居場所感』は，その人が他者から期待される役割を果
たすことで自分の存在を実感できる場所と関係し，
「集団」での活動を実行するため「動的」である．成分
は「集団」「動的」「献身」であることから「集団・動的」
の領域に配置した．『４.自己解放的居場所感』につい
ては，個人的にものごとに取り組め自分の楽しみや
趣味などを行うための場所に関係し，成分が「個」「動
的」「リフレッシュ」であることから「個・動的」の領域
に位置づけた．『５.自己指示的居場所感』は，他者か
らの指示を受けずに選択し自主的に行動ができる場
所と関係し，これまでの振り返りや現在のこと，これ

から先のことを考えたりするなど自己の方向づけを
可能にできる場所として，「個」「動的」「静的」「自己決
定」から，「個・静的・動的」の領域に配置した．この構
成要素については，個人で積極的に思考し自主的に
行動することから，身体・物理的側面と心理面の２つ
の側面を合わせてもっていることが特徴にあげられ
る． 

各質問項目については，５つの構成要素ごとに質
問項目を４つ配置した．項目の表現についても複数
の領域にかかるような多義的なものを無くし，わか
りやすい文言に修正して，Table１に示す本調査用居
場所感質問紙を作成した．
3.1.2  第２段階　本調査用居場所感質問紙の内容的妥

当性の再検討
第２段階では，本調査用居場所感質問紙を予備調

査の時とは別の新たな10人の専門家に，どの項目が
どの構成要素に属するかについて内容的な妥当性
の検証を依頼した．各構成要素に対する質問項目の
一致率を求めた結果，「個人的居場所感」90～100％，
「社会関係的居場所感」90～100％，「役割的居場所
感」100％，「自己解放的居場所感」90～100％，「自己
指示的居場所感」90～100％であった（Table１）．ま
た，本調査用と予備調査用の定義したカテゴリーを選
んだ人数の平均値には有意差が認められた（t （30.2）
=5.85，p<.01）．この結果，予備調査用質問紙で行っ
た一致率70～100％を上回り，本調査用居場所感質問
項目に内容的妥当性のあることが確かめられた．

Table１  質問紙と一致率　　　　　　　　　　　　　　　一致率＝(定義したカテゴリー選択者数 /全回答者数 )×100 　　
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Fig.１ 居場所感の構成要素（カテゴリー）の座標

Table２  ５つの構成要素（カテゴリー）とその成分

Table３ 本調査用居場所感質問紙の構成要素（カテゴリー）と定義
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3.1.3 分析対象者の基本属性の概要
回答者は男性が37人，女性が112人の計149人で

ある．平均年齢は全体が 76.4±6.6 歳であり，男性
が72.8 歳±6.2 歳，女性が 77.6 歳±6.3 歳であった 

（Table６参照）． 

3.1.4  確認的因子分析の結果（構成概念妥当性について）
全対象者を同一集団とみなして，各項目の付与因

子に負荷し，因子間全てが相関関係にあるという因
子分析モデルを仮定した．仮定したモデルの因子負
荷量と因子間の相関を，Fig.２に示す．図中の円形は
居場所に関する５つの因子（構成要素），長方形は各
項目を示す．単方向の矢印は各因子がそれぞれの項
目に影響していること，つまり，ある因子から出た
矢印が項目を指しているときは，項目がその因子を
評定する指標となっていることを示す．矢印に添え
た数字は，因子負荷量（標準化解）で，負荷量の絶対
値が大きいほど影響が強いことを示している．適合

度の指標とその目安については，Table４に示した． 

GFI（Goodness of  Fit lndex：適合度指標）は，１に近
いほど説明力のあるモデルとされ，本研究の分析結
果の値では0.833であった．同じく，AGFI（Adjusted  

Goodness of  Fit lndex：自由度修正済適合度指標）
は，「GFI≧AGFI」であり，かつ値が１に近いほど
あてはまりが良いとされ，分析結果の値は0.781であ
った．CFI （Comparative Fit lndex：比較適合度指標）
は，値が１に近いほどモデルが適合しているとされ
0.90が目安であり，分析結果の値では0.887であった．
RMSEA （Root Mean Square Error of  Approximat

ion：平均二乗誤差平方根）は，0.05以下であればあて
はまりがよく，0.1以上であればあてはまりが悪いと
され，分析結果の値は0.075とやや低いが0.1を下回る
ことから確認的因子分析を概ね支持する結果が得ら
れた．「社会関係的居場所感」と「個人的居場所感」が
0.75，「社会関係的居場所感」と「自己指示的居場所

Fig.２  居場所感の確認的因子分析の結果

Table４   適合度の指標と目安

χ²＝294.76，df=160，p<.001

Q1-20の項目についてはTable１を参照

 

 
豊田 (2017)に基づいて作成
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感」が0.80であり，「役割的居場所感」と「自己指示的
居場所感」が0.77と各因子間の相関係数は0.80以下
であったが，それ以外の因子間の相関係数は0.80を上
回り，「自己解放的居場所感」と「自己指示的居場所
感」は1.12であった． 

3.1.5 質問項目の信頼性についての検討
信頼性については，クロンバックのα係数を求め

て各カテゴリーの内的整合性を確かめた．その結果，
「個人的居場所感」は0.675，「社会関係的居場所感」
は0.760，「役割的居場所感」は0.740，「自己解放的居
場所感」は0.708，「自己指示的居場所感」は0.769 で
あった．「個人的居場所感」は若干低い値ではあるが，
村瀬ら（2017）の目安によれば，α係数は 0.7以上であ
れば十分よく，0.6以上は許容できるとされている．本
質問紙が1カテゴリーにつき４項目から構成されるこ
とをふまえると，調査に必要とされる内的整合性が

あるといえよう．
3.2  在宅高齢者の居場所感に関連する要因についての

検討：目的２　重回帰分析の結果
重回帰分析の結果は，Table５に示すとおりである．

表中のＲ2は因子ごとの重決定係数（重相関係数の２
乗）を表し，４つの変数がそれぞれの因子に及ぼす影
響の大きさを示す．また，調査済みＲ2は説明変数の
数を考慮して算出される値であり，Ｒ2との差が大き
い場合，説明変数が多いといえる．５因子の全てにお
いてＲ2と調査済みＲ2の差は極端に大きくなっておら
ず，個人的要因の変数を投入した数は多くないとい
える．また，Ｆ値は，説明変数から基準変数を予測す
る回帰式の精度を表し，値が高く有意な場合，精度が
高い．本調査では「役割的居場所感」において有意性
が認められたことより，個人的要因のうち「役割的居
場所感」について予測可能といえる．β（標準回帰係

Table 5　居場所感の各因子を説明変数とした重回帰分析の結果

Table 6　 在宅高齢者の属性
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数）については，各変数の与える影響の大きさを示し，
「役割的居場所感」において，年齢（β=.265, p<.01）及
び毎日の外出の多/少（β=.163, p<.05）の２変数と
の間に有意な正の弱い相関が認められた．また，この
ことから，年齢が高いほど役割的居場所感が高く，毎
日の外出についても，多い方が役割的居場所感の高
いことが明らかになった．

４．考察

4.1 本調査用居場所感質問紙の妥当性と信頼性
本質問紙の確認的因子分析の結果からモデルの適

合度指標はやや低いものの構成概念妥当性が概ね保
証されたこと，算出したクロンバックのα係数の値か
ら内的整合性もよいことが確かめられた．これによ
り，本調査用居場所感質問紙が理論的な枠組みに立
脚し妥当性と信頼性のあることが検証された．予備
的居場所感質問紙については，質問項目の内容的妥
当性しか検証しておらず，10名の専門家による一致
度も70％の項目があり十分とはいえなかった．その
理由として質問紙の構成要素（カテゴリー）を抽出し
定義する際に，複数の先行研究から寄せ集め的に行
っており，理論的枠組みに基づいていないことがあげ
られた．また，「自己解放的居場所感」と「自己指示的
居場所感」の因子間の相関係数は1.12であり，1.0を上
回り不適解といえるが，標本変動が原因にあげられ
る．標本変動とは母集団から複数の標本を抽出した
場合，測定値や推定値が異なることであり，本調査の
場合，偶然の標本抽出がこの値をもたらしたと考え
られた．
今後，高齢者の居場所感に関する具体的な支援を
検討する必要性を考慮すると，理論的枠組みに立脚
して作成した高齢者の居場所感質問紙を用いること
には意義があるといえよう． 

4.2 在宅高齢者の居場所感に関連する要因
居場所感に関する５因子の在宅高齢者の個人的要

因について重回帰分析を行い，「役割的居場所感」の
因子のみが「年齢」と「毎日の外出」に正の弱い相関が
みられた．このことから，年齢が高くなるほど役割的
居場所感は高くなること，毎日の外出の多少は，「少
ない」と比較して「多い」方が役割的居場所感の高い
ことが明らかになった．これらの標準偏回帰係数を
みると，0.2前後であり影響の程度が大きいとは言い

難い．しかし，本調査の標本のサイズを踏まえ他の個
人的要因と比較した場合，この２つの要因は役割的
居場所感に何らかの影響を与えていると推察される．
また，高齢者の居場所感に関する個別の支援を検討
する際，特定しやすい要因と考えられる．これらの役
割的居場所感と２つの要因の関連について以下に考
察する．
4.2.1 年齢と役割的居場所感の関連について
高齢者は，74歳までの前期高齢者と75歳からの後

期高齢者に分けられる．後者と比較して，前期高齢者
は一般に自立度の下降傾向で社会的地位とその役割
を喪失する時期にある（矢庭 2008）．たとえばこの時
期は，特に男性は退職によって職業と職場の人間関
係の大半を同時に消失し，定年後は主な活動の場は
職場から地域に変わる．そこでは，1人の地域住民と
してのルールや役割を果たすことが必要になる．つ
まり，新たに地域住民として「関係を構築する」作業
を行う必要に迫られ，かつ仕事を失った喪失感を抱
え，さらに家庭や地域に溶け込むルールも把握でき
ていない時期にある（楠木 2017）. これらの環境の変
化に自らが向き合わざるを得ない状況が前期高齢者
の役割的居場所感が低い要因と推察される．
後期高齢者は，既に老齢化する現実を受け入れた
上で，特に女性は活動の場である地域におけるルール
や集団規範を理解し，構成員としての役割を果たし
ていると考えられる．この点については，柴田（2002）
が日本型の「生きがい」や「幸福な老い」の構成要素
として，長寿・社会貢献・生活の質をあげ，「生きがい」
について「QOLに役割意識や役割達成感が合成され
たもの」として長寿や役割との関係に着目している．
これらのことから，自らの役割を認識し，高齢者間で
支え合い相互扶助も含めた役割を持った後期高齢者
の生活が役割的居場所感の高い要因と考察される．
4.2.2 毎日の外出と役割的居場所感の関連について
「役割的居場所感」と「毎日の外出」の関連について
は，毎日の外出の多い方が居場所感は高くなる結果
となった．このことからは，外出によって，地域にお
ける役割を得ていることが考えられる．外出の機会
による人とのかかわりから役割が生じ，その拡がり
が地域での支え合いの要件となろう．楠木（2017）は，
地域の居場所に参加するには，主体的な意思や活動
とその義務・責任といった役割のあること，人には主
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体的に行動したいという願望のあることを指摘して
いる．高齢者の役割的居場所感の維持・向上には，毎
日の外出機会の多いことが関連している．地域社会
と関係することに意欲を持ち続け，役割を果たそう
とすることが重要である．矢庭（2008）は，社会的役
割の遂行が高齢者の尊厳を支え，それが自立につな
がると述べている．外出によって居場所を得られる
機会をもち，複数の居場所が得られる機会があるこ
とで人とのかかわりにおいて役割が与えられること，
その役割を果たすことで居場所感が高まると考えら
れる．厚生労働省（2016）は，高齢期に生活したい場
所は72.2％が「自宅」で最も多く，高齢期の一人暮ら
しの際に期待するサービスとしては，外出の手伝い
が51.1％と多いことを指摘している．役割的居場所
感の維持・向上に対する支援が必要といえる．

５．結論

本研究では，高齢者の居場所感質問紙の構成概念
妥当性と信頼性を検討し，在宅高齢者の居場所感と
その要因を明らかにすることを目的に，在宅高齢者
149人を対象に質問紙調査を実施した．その結果，本
調査居場所感質問紙の構成概念妥当性と信頼性が確
かめられた．また，役割的居場所感は，年齢及び毎日
の外出に関連しており，その要因が考察されたが，こ
の点についてはさらに詳しく検討する必要がある．
今後の課題としては，本調査では通所サービスを利
用していない高齢者を対象にしたが，さらに通所サ
ービス利用者についても調査を行い，要介護者の居
場所感についての検討が求められる．その際，調査対
象者数については母集団を反映する十分なサンプル
の確保と要因の関与の程度を検討する必要がある．
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